
政
治
団
体
の
手
引

令
和
７
年
３
月

東
京
都
選
挙
管
理
委
員
会

令 和 ７ 年 ３ 月



政治団体の手引

許可なく複製転載を禁ずる。

令和７年３月　初版発行
令 和 ６ 年 度

登録第 37 号

編集・発行

印　刷　所

レザック・扉部分は古紙配合率７０％以上ではない。

東京都選挙管理委員会事務局 総務課

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

東京都庁第一本庁舎北（N）塔　４０階

電話　03-5000-7257（直通）

https://www.senkyo.metro.tokyo.lg.jp/

株式会社イマイシ

東京都足立区梅島一丁目３１番１５号

電話　03-3848-1311

古紙パルプ配合率70％再生紙を使用



「政治団体の手引」の作成に際して 
 

こ の 手 引 は 、政 治 資 金 規 正 法 に 基 づ く 政 治 団 体 の 設 立 、届 出 事 項 等
の 異 動 、解 散 等 の 各 種 届 出 手 続 き 及 び 収 支 報 告 書 の 作 成 に つ い て 記 載
例 を 示 し 説 明 す る と と も に 、「 政 治 資 金 パ ー テ ィ ー 」、「 政 治 資 金 規 正
法・公 職 選 挙 法 で 規 制 さ れ る 寄 附 の 制 限 」、「 政 治 活 動 の 規 制 」及 び ｢政
治 資 金 と 税 ｣な ど に つ い て 実 務 的 に 平 易 に 解 説 し た も の で す 。  

こ れ ら 各 種 届 出 に あ た り 、東 京 都 選 挙 管 理 委 員 会 の ホ ー ム ペ ー ジ に
各 種 様 式 等 を 掲 載 し て い ま す の で 、 ご 利 用 く だ さ い 。  

（ h t tps : //www .senkyo .me t ro . t okyo . l g . j p/o rgan i za t i on/sh i k i n- fo rmat/）  
ま た 、総 務 省 の ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 さ れ て い る 収 支 報 告 書 作 成 ソ フ

ト 等 も ご 活 用 く だ さ い 。  
（ h t tps : //www . soumu . go . j p/senkyo/se i j i _ s/ i ndex . h tm l）  
こ の 手 引 の 作 成 に あ た っ て 、「 政 治 資 金 規 正 法 要 覧 」（ 国 政 情 報 セ ン

タ ー ）、「 政 治 資 金 ハ ン ド ブ ッ ク 」（ ぎ ょ う せ い ）、「 逐 条 解 説 政 治 資 金
規 正 法 」（ ぎ ょ う せ い ） 等 を 参 照 し て い ま す 。  

こ の 手 引 が 、 政 治 団 体 の 皆 様 の 一 助 と な れ ば 幸 い で す 。  
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この手引で引用している主な法令とその引用例 

 
こ の 手 引 で 引 用 し て い る 主 な 法 令 は 、政 治 資 金 規 正 法（ 法 、規

正 法 ）、政 治 資 金 規 正 法 施 行 令（ 令 、規 正 令 ）、政 治 資 金 規 正 法 施
行 規 則 （ 規 正 規 則 ）、 公 職 選 挙 法 （ 公 選 法 ） で す 。  
 
〔 凡 例  規 正 法 ３ 条 ① Ⅰ ･････政 治 資 金 規 正 法 第 ３ 条 第 １ 項 第 １ 号 〕  
 
※ こ の 手 引 は 令 和 ７ 年 １ 月 時 点 で 施 行 さ れ て い る 法 律 を 基 に 作 成 し

て い ま す 。 最 新 の 法 改 正 に つ い て は 、 総 務 省 HP を ご 覧 く だ さ い 。
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－ 1 － 

１ この手引で使用する用語の説明 
 
 
(1) 公職の候補者 

この手引では、公職の候補者を、公選法 86 条から 86 条の４の規定に
より候補者として届出があった者、当該候補者となろうとする者（立候
補を予定している者）及び公職にある者（現職の者）をいい（規正法３
条④）、公選法でいう「公職の候補者等」と同意語として扱っています。 

また、公職とは、公選法３条の規定により「衆議院議員、参議院議員
並びに地方公共団体の議員及び長（都道府県知事、都道府県議会の議員、
特別区の長、特別区議会の議員、市町村の長及び市町村議会の議員）」の
職を指しています。 

 
(2) 特定の公職の候補者 

「特定の公職の候補者」は、 (1)で述べた公職の候補者のうち、「①衆
議院議員、②参議院議員、③都道府県知事、④都道府県議会の議員、⑤
政令指定都市の長及び⑥政令指定都市の議会の議員」を指します。 

この特定の公職の候補者を推薦し又は支持することを本来の目的とし
た政治団体（後援団体といいます。）のうち被推薦書又は国会議員関係政
治団体に該当する旨の通知を提出している団体、現職の国会議員が主宰
する政治団体及び現職の国会議員が主要な構成員である政治団体で国会
議員氏名届を提出している団体に対し個人が寄附をしたときに、所得税
法上の特定寄附金とみなされ「寄附金控除」の対象となります（租税特
別措置法 41 条の 18）。これらの団体を「適格団体」といいます。 

なお、この特定の公職の候補者が当該選挙に立候補したときは、その
「選挙運動に関する寄附」についても、同様に寄附金控除の対象となり
ます。 

 
(3) 特定寄附（規正法 19 条の４） 

特定寄附とは、公職の候補者自身が政党から受けた寄附を、自ら指定
した資金管理団体に寄附したものをいいます。この場合、受けた年に係
る収支報告書に、当該公職の候補者からの寄附のうち政党から受けたも
のについて○特 と表示して報告します。 

なお、この特定寄附は寄附の量的制限の対象になりません。 
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－ 1 － 

１ この手引で使用する用語の説明 
 
 
(1) 公職の候補者 

この手引では、公職の候補者を、公選法 86 条から 86 条の４の規定に
より候補者として届出があった者、当該候補者となろうとする者（立候
補を予定している者）及び公職にある者（現職の者）をいい（規正法３
条④）、公選法でいう「公職の候補者等」と同意語として扱っています。 

また、公職とは、公選法３条の規定により「衆議院議員、参議院議員
並びに地方公共団体の議員及び長（都道府県知事、都道府県議会の議員、
特別区の長、特別区議会の議員、市町村の長及び市町村議会の議員）」の
職を指しています。 

 
(2) 特定の公職の候補者 

「特定の公職の候補者」は、 (1)で述べた公職の候補者のうち、「①衆
議院議員、②参議院議員、③都道府県知事、④都道府県議会の議員、⑤
政令指定都市の長及び⑥政令指定都市の議会の議員」を指します。 

この特定の公職の候補者を推薦し又は支持することを本来の目的とし
た政治団体（後援団体といいます。）のうち被推薦書又は国会議員関係政
治団体に該当する旨の通知を提出している団体、現職の国会議員が主宰
する政治団体及び現職の国会議員が主要な構成員である政治団体で国会
議員氏名届を提出している団体に対し個人が寄附をしたときに、所得税
法上の特定寄附金とみなされ「寄附金控除」の対象となります（租税特
別措置法 41 条の 18）。これらの団体を「適格団体」といいます。 

なお、この特定の公職の候補者が当該選挙に立候補したときは、その
「選挙運動に関する寄附」についても、同様に寄附金控除の対象となり
ます。 

 
(3) 特定寄附（規正法 19 条の４） 

特定寄附とは、公職の候補者自身が政党から受けた寄附を、自ら指定
した資金管理団体に寄附したものをいいます。この場合、受けた年に係
る収支報告書に、当該公職の候補者からの寄附のうち政党から受けたも
のについて○特 と表示して報告します。 

なお、この特定寄附は寄附の量的制限の対象になりません。 
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－ 2 － 

(4) 金銭等 
金銭等とは、規正法４条１項でいう「金銭その他政令で定める財産上

の利益」をいいます。また、財産上の利益は、「有価証券」（規正令２条）
を指していることから、金銭等とは「金銭及び有価証券」をいいます。 
なお、有価証券とは小切手、商品券、公社債券等私法上の有価証券を

いいます。 
 
(5) 一定期間（公選法 199 条の５） 

公選法では、公職の候補者の後援団体が一定期間内に行う行事等にお
いて寄附する行為を禁止しています。  
この一定期間については、次のように選挙によって異なります。特に、

便乗補欠選挙及び便乗再選挙については、便乗される選挙により、一定
期間が異なりますので、注意が必要です。 

 
① 衆議院議員総選挙        任期満了の日の 90 日前から、又は解散の

日の翌日から選挙の期日まで 
② 参議院議員通常選挙      任期満了の日の 90 日前から選挙の期日

まで 
③ 地方公共団体の選挙      任期満了の日の 90 日前から、又は選挙事

由発生告示の翌日から選挙の期日まで 
④ 補欠選挙・再選挙       選挙事由発生告示の翌日から選挙の期日

まで 
 
 (6) 選挙区内にある者 

公選法 199 条の２等で定める「選挙区内にある者」は、自然人・法人
を問わず、当該選挙区内に住所・居所がある者に限らず、一時滞在者や
通行人も含みます。人格なき社団（任意団体）や国・地方公共団体も同
様に含まれます。 
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指
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(4) 金銭等 
金銭等とは、規正法４条１項でいう「金銭その他政令で定める財産上

の利益」をいいます。また、財産上の利益は、「有価証券」（規正令２条）
を指していることから、金銭等とは「金銭及び有価証券」をいいます。 
なお、有価証券とは小切手、商品券、公社債券等私法上の有価証券を

いいます。 
 
(5) 一定期間（公選法 199 条の５） 

公選法では、公職の候補者の後援団体が一定期間内に行う行事等にお
いて寄附する行為を禁止しています。  
この一定期間については、次のように選挙によって異なります。特に、

便乗補欠選挙及び便乗再選挙については、便乗される選挙により、一定
期間が異なりますので、注意が必要です。 

 
① 衆議院議員総選挙        任期満了の日の 90 日前から、又は解散の

日の翌日から選挙の期日まで 
② 参議院議員通常選挙      任期満了の日の 90 日前から選挙の期日

まで 
③ 地方公共団体の選挙      任期満了の日の 90 日前から、又は選挙事

由発生告示の翌日から選挙の期日まで 
④ 補欠選挙・再選挙       選挙事由発生告示の翌日から選挙の期日

まで 
 
 (6) 選挙区内にある者 

公選法 199 条の２等で定める「選挙区内にある者」は、自然人・法人
を問わず、当該選挙区内に住所・居所がある者に限らず、一時滞在者や
通行人も含みます。人格なき社団（任意団体）や国・地方公共団体も同
様に含まれます。 
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